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1出典：国土交通省HP「水防法等の一部を改正する法律」の概要について



避難確保計画作成に向けた取組例

現行の取組方針（H30.5.16）
■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組項目

① 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供
② 施設管理者等への理解促進
③ 確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計画に基づく避難訓練の実施の促進

平成29年5月に水防法が改正され、同法に基づき市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設の管理者等に、避難確保計
画の作成、訓練の実施が義務づけられた。このため、要配慮者利用施設における避難確保計画作成及び訓練の実施が必要となった。

福祉部局に関わる避難確保計画等の取組について

① 各施設への個別対応（水⼾市、徳島県の事例）
② 計画の作成依頼や提出方法を工夫（宇都宮市の事例）
③ 市町村に対する支援（香川県、徳島県の事例）
④ 計画作成を促進するための体制構築（香川県、徳島県、宇都宮市の事例）
⑤ 地域特性等を踏まえた独⾃の計画ひな形（徳島県、水⼾市、栗原市の事例）
⑥ 講習会プロジェクト（津市の事例）

②計画の作成依頼や提出方法を工夫 ●宇都宮市の事例
○施設に対し、市町村の公文書により計画作成を依頼
○締め切りに間に合わない場合、施設側が⾃ら提出期限を設定
○2段階（案提出→ 本提出）の提出

高い計画提出率を実現

計画作成までの流れの例

①各施設への個別対応
○各施設の⼾別訪問や電話対応などのきめ細かい対応
○施設所管課毎に、各施設の相談窓口となる職員を配置
○計画が提出されるまで継続して作成を依頼

○ハザードマップ改訂時に、要配慮者利用施
設の名称等を記載することについて、施設
を⼾別訪問し避難確保計画作成の義務化や
最大規模の浸水想定の意味等を含めて説明

○提出期限までに計画が未提出の施設に対し
て、市職員が⼾別訪問して作成を依頼。⼾
別訪問に係る時間は、１件あたり計画作成
を含めて約30分程度

●⼾別訪問の実施（水⼾市の事例）
○県独⾃のひな形を作成・公開。インター

ネット環境がない施設には郵送
○個々の施設管理者に対し、水防法改正に

よる避難確保計画作成の義務化の経緯や
重要性、上記ひな形への記入方法を電話
等で直接説明

●ひな形の作成（徳島県の事例）

細やかな対応により施設管理者の理解を促進

●水⼾市、徳島県の事例
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出典：要配慮者利用施設における避難確保計画作成推進に向けた地方公共団体の取組事例集


